
〔別 紙〕 

様式１ 

事  業  報  告  書 

（自   ○○年○○月○○日 至   ○○年○○月○○日） 

 

１ 医療法人の概要 

 (1) 名     称  医療法人○○会 

            ① □ 財団  □ 社団（ □ 出資持分なし □ 出資持分あり ） 

            ② □ 社会医療法人   □ 特定医療法人   □ 出資額限度法人 

              □ その他   

            ③ □ 基金制度採用   □ 基金制度不採用 

             注）①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）について、該当する欄

の□を塗りつぶすこと。（会計年度内に変更があった場合は変更後。） 

 (2) 事務所の所在地  ○○県○○郡（市）○○町（村）○○番地 

             注）複数の事務所を有する場合は、主たる事務所と従たる事務所を記載

すること。 

 (3) 設立認可年月日    ○○年○○月○○日 

 (4) 設立登記年月日    ○○年○○月○○日 

 (5) 役員及び評議員 

 氏   名 備          考 

理 事 長 ○○ ○○  

理  事 ○○ ○○  

同 ○○ ○○  

同 ○○ ○○ ○○病院管理者 

同 ○○ ○○ ○○病院管理者 

同 ○○ ○○ ○○診療所管理者 

同 ○○ ○○ 介護老人保健施設○○園管理者 

監  事 ○○ ○○  

同 ○○ ○○  

評 議 員 ○○ ○○ 医師（○○医師会会長） 

同 ○○ ○○ 経営有識者（○○経営コンサルタント代表） 

同 ○○ ○○ 医療を受ける者（○○自治会長） 

注）１．社会医療法人及び特定医療法人以外の医療法人は、記載しなくても差し支えないこと。 

  ２．理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所又は介護老人保健施設（医療

法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者であることを記載する

こと。（医療法第４７条第１項参照） 

  ３．評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。（医療法第４９条の４参照） 

 

  １９年７月以前

に設立した「出資持

分あり」法人が出資

額限度法人に移行し

た場合に該当します 

社会医療法人・

特定医療法人以

外の法人は記載

する必要はあり

ません。記載す

る場合には、広

く一般の閲覧に

供されることに

ご留意下さい 

  ２０年１月以降に設立

した法人は「基金制度採用」

に該当します 

医療法人の多くは「その

他」に該当します 

設立認可書で確認すること（無記入や設立認可申請日

（3月１日・９月1日）はいけません！） 

 
法人登記簿で確認すること（登記日が認可日より早い

日付となることはありえません！） 

定款に記載された事務所所在地

を記載すること（従たる事務所
がない分院は記載不要） 

チェックボックスの記載漏れが多いです！ 

該当箇所はすべて記載（黒塗り）すること！ 

 

  20年１月以降設立→「出資持分なし」 

  １９年７月以前設立→「出資持分あり」 
（一部、「出資持分なし」に移行した法人もあります） 

※定款で確認してください！ 

 



２ 事業の概要 

 (1) 本来業務（開設する病院、診療所又は介護老人保健施設（医療法第４２条の指定管理者として

管理する病院等を含む。）の業務） 

種  類 施設の名称 開  設  場  所 許可病床数 

病院 ○○病院 

 

○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

一般病床 ○○○床 

療養病床 ○○○床 

[医療保険  ○○床] 

[介護保険 ○○○床] 

精神病床  ○○床 

感染症病床 ○○床 

結核病床  ○○床 

診療所 ○○診療所 

【○○市（町、村）

から指定管理者

として指定を受

けて管理】 

○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

一般病床  ○○床 

療養病床  ○○床 

[医療保険  ○○床] 

[介護保険  ○○床] 

介護老人 

保健施設 

○○園 ○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

入所定員 ○○○名 

通所定員  ○○名 

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設について

は、その旨を施設の名称の下に【   】書で記載すること。 

 ２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床の

それぞれについて内訳を[   ]書で記載すること。 

３．介護老人保健施設の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。 

 

 (2) 附帯業務（医療法人が行う医療法第４２条各号に掲げる業務） 

種類又は事業名 実  施  場  所 備     考 

訪問看護ステーション○○ ○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 

○○在宅介護支援センター 

【○○市（町、村）から委託を

受けて管理】 

○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 

注）地方公共団体から委託を受けて管理する施設については、その旨を施設の名称の下に

【   】書で記載すること。 

 

 

 

 

 

地方自治法に基づく手続きを経て指

定された場合のみ該当するもので、

多くの法人は該当しません（該当し

ない場合は削除すること） 

定款に記載された診療所の正式名称

を記載すること（単に「診療所」や「医

療法人○○会」だけではいけません） 

法人が実施している附帯業務

はすべて記載すること（※定款

に記載された附帯業務と一致す

ること。もし、定款に記載して

いない業務を実施している場合

は、早急に当課へご相談下さい） 

該当しない欄は削除

してください 
 



 (3) 収益業務（社会医療法人が行うことができる業務） 

種     類 実  施  場  所 備     考 

駐車場業 ○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 

料理品小売業 ○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 

 

 (4) 当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項 

      ○○年○○月○○日    ○○年度決算の決定 

      ○○年○○月○○日  定款の変更 

      ○○年○○月○○日  社員の入社及び除名 

      ○○年○○月○○日  理事、監事の選任、辞任の承認 

      ○○年○○月○○日    ○○年度の事業計画及び収支予算の決定 

         〃         ○○年度の借入金額の最高限度額の決定 

         〃       医療機関債の発行（購入）の決定 

 

 

注）(5)、(6)については、医療機関債を発行又は購入する医療法人が記載し、(7)以下については、病

院又は介護老人保健施設を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法人は記載しな

くても差し支えないこと。 

 

(5) 当該会計年度内に発行した医療機関債 

   注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の方法及

び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えない。 

     医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記すること。 

 

(6) 当該会計年度内に購入した医療機関債 

   注）１．医療機関債を購入する医療法人は、医療機関債の発行により資産の取得が行われる医

療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医療機関が地域

における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、かつ、当該医療連携を

継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由を記載す

ること。 

     ２．購入した医療機関債名、発行元医療法人名、購入総額及び償還期間を記載すること。

なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。 

 

 (7) 当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設 

      ○○年○○月○○日  ○○病院開設許可（  ○○年開院予定） 

  ○○年○○月○○日  ○○診療所開設 

      ○○年○○月○○日  訪問看護ステーション○○開設 

定款に記載された収益業務を

行っている社会医療法人以外

は（３）を削除すること 

 

該当しない場合は 

（５）を削除すること 

 

役員・社員の氏名

は記載しないこと 

該当しない欄は削除

すること 
 

該当しない場合は 

（６）を削除すること 
 

該当しない場合は 

（７）を削除すること 
 



 

 (8) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容 

      ○○年○○月○○日  公害健康被害の補償等に関する法律の公害医療機関 

      ○○年○○月○○日  小児救急医療拠点病院 

      ○○年○○月○○日  エイズ治療拠点病院 

     注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。 

 

 (9) その他 

     注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース契約、診療科の新設又は

廃止等を記載する。（任意） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引（金銭の借入や医療機器の購入等）について

記載する場合でも、取引先金融機関の名称や取引

額など具体的な取引情報は記載しないこと 

該 当 し な い 場 合 は 

（８）（９）を削除すること 
 


